
ＡＰＰＥＮＤＩＸ（付属資料）
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予算編成方針

（１）「再興プラン」に基づく積極投資
横須賀市の特性を生かした３つの
まちづくりの方向性を５つの最重
点施策に沿った事業に財源を重点
配分

（２）将来に向けた先行投資
長期的なスパンで効果が期待でき
る事業には積極的に財源配分
市民サービス向上のため、革新性
を持ってＤＸを推進
行政活動に伴う二酸化炭素排出量
の実質ゼロへの取り組みなどの推
進
住み慣れた地域でいつまでも健康
で過ごすために、一人ひとりの健
康寿命を延ばす取り組みの推進
こどもや若者のための施策、そし
て子育て支援を積極的に推進

１ 基本方針 ２ 積極投資のための財源確保
厳しい財政状況下において、再興プランに掲げ
る事業を積極的に推進するため、以下の方策で
財源確保を図っていきます。
また、再興プランの市政運営の基本姿勢に掲げ
る「行財政改革方針」に基づき、前例踏襲にと
らわれず、取り組みを推し進めます。
（１）民官連携の推進
（２）国や県などからの財源の獲得
（３）ＦＭ戦略プラン等の着実な推進
（４）さらなる行財政改革の推進
（５）決算ベースの編成

３ 基本姿勢
（１）対話と交流による実態把握
（２）目的を明確化した積極的な事業立案
（３）広い視野での課題解決
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■一般会計予算の前年度との比較

（１）款別予算比較（歳入） （単位：千円）

当初予算額 構成比(％) 当初予算額 構成比 (％) 増減  伸率（%）
1 市税 59,750,653 35.4 62,342,054 34.7 2,591,401 4.3
2 地方譲与税 722,452 0.4 681,751 0.4 △ 40,701 △ 5.6
3 利子割交付金 18,000 0.0 27,000 0.0 9,000 50.0
4 配当割交付金 427,000 0.2 501,000 0.3 74,000 17.3
5 株式等譲渡所得割交付金 488,000 0.3 815,000 0.5 327,000 67.0
6 法人事業税交付金 849,000 0.5 919,000 0.5 70,000 8.2
7 地方消費税交付金 9,026,000 5.3 9,062,000 5.0 36,000 0.4
8 ゴルフ場利用税交付金 24,000 0.0 23,000 0.0 △ 1,000 △ 4.2
9 環境性能割交付金 164,000 0.1 213,000 0.1 49,000 29.9
10 国有提供施設等所在市町村助成交付金 2,320,571 1.4 2,315,981 1.3 △ 4,590 △ 0.2
11 地方特例交付金 1,979,242 1.2 315,644 0.2 △ 1,663,598 △ 84.1
12 地方交付税 18,783,000 11.1 19,547,000 10.9 764,000 4.1
13 交通安全対策特別交付金 47,598 0.0 41,874 0.0 △ 5,724 △ 12.0
14 分担金及び負担金 272,133 0.2 256,599 0.1 △ 15,534 △ 5.7
15 使用料及び手数料 4,004,611 2.4 3,909,017 2.2 △ 95,594 △ 2.4
16 国庫支出金 29,703,720 17.6 33,036,123 18.4 3,332,403 11.2
17 県支出金 10,078,117 6.0 11,828,904 6.6 1,750,787 17.4
18 財産収入 2,527,546 1.5 335,320 0.1 △ 2,192,226 △ 86.7
19 寄附金 758,230 0.4 1,414,897 0.8 656,667 86.6
20 繰入金 7,021,579 4.2 8,094,942 4.5 1,073,363 15.3
21 繰越金 300,000 0.2 300,000 0.2 0 0.0
22 諸収入 7,353,948 4.3 7,651,494 4.3 297,546 4.0
23 市債 12,300,600 7.3 15,958,400 8.9 3,657,800 29.7

うち 通   常   債 11,330,200 6.7 15,958,400 8.9 4,628,200 40.8
うち 臨時財政対策債 970,400 0.6 0 0.0 △ 970,400 △ 100.0

168,920,000 100.0 179,590,000 100.0 10,670,000 6.3

款 令和６年度 令和７年度 比    較

歳入合計
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■一般会計予算の前年度との比較

（２）款別予算比較（歳出） （単位：千円）

当初予算額 構成比  (％) 当初予算額 構成比  (％) 増減 伸率（%）

1 議会費 771,330 0.5 778,110 0.4 6,780 0.9
2 総務費 20,067,102 11.9 23,203,759 12.9 3,136,657 15.6
3 民生費 68,628,057 40.6 75,735,312 42.2 7,107,255 10.4
4 衛生費 8,076,925 4.8 8,452,965 4.7 376,040 4.7
5 環境費 8,093,434 4.8 8,593,202 4.8 499,768 6.2
6 労働費 324,555 0.2 337,838 0.2 13,283 4.1
7 農林水産業費 1,015,824 0.6 942,831 0.5 △ 72,993 △ 7.2
8 商工費 3,097,902 1.8 4,187,359 2.3 1,089,457 35.2
9 土木費 19,887,461 11.8 17,027,273 9.5 △ 2,860,188 △ 14.4
10 消防費 6,922,526 4.1 9,131,211 5.1 2,208,685 31.9
11 教育費 14,211,709 8.4 13,458,956 7.5 △ 752,753 △ 5.3
12 災害復旧費 149,800 0.1 150,460 0.1 660 0.4
13 公債費 17,451,375 10.3 17,367,962 9.7 △ 83,413 △ 0.5

うち 通   常   債 10,562,726 6.3 10,582,887 5.9 20,161 0.2
うち 臨時財政対策債等 6,888,563 4.1 6,777,945 3.8 △ 110,618 △ 1.6
うち 一時借入金利子 86 0.0 7,130 0.0 7,044 8190.7

14 諸支出金 22,000 0.0 22,762 0.0 762 3.5
15 予備費 200,000 0.1 200,000 0.1 0 0.0

168,920,000 100.0 179,590,000 100.0 10,670,000 6.3

款 令和６年度 令和７年度 比    較

歳出合計
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■一般会計予算の前年度との比較
（３）性質別予算比較（歳入） （単位：千円）

当初予算額 構成比  (％) 当初予算額 構成比  (％) 増減 伸率（%)

59,750,653 35.3 62,342,054 34.7 2,591,401 4.3
7,353,948 4.4 7,651,494 4.3 297,546 4.1
7,021,579 4.2 8,094,942 4.5 1,073,363 15.3
4,004,611 2.4 3,909,017 2.2 △ 95,594 △ 2.4
2,527,546 1.4 335,320 0.1 △ 2,192,226 △ 86.7
1,330,363 0.8 1,971,496 1.1 641,133 48.2

81,988,700 48.5 84,304,323 46.9 2,315,623 2.8
29,703,720 17.6 33,036,123 18.4 3,332,403 11.2
18,783,000 11.1 19,547,000 10.9 764,000 4.1
12,300,600 7.3 15,958,400 8.9 3,657,800 29.7

うち 通   常   債 11,330,200 6.7 15,958,400 8.9 4,628,200 40.9
うち 臨時財政対策債 970,400 0.6 0 0.0 △ 970,400 △ 100.0

10,078,117 6.0 11,828,904 6.6 1,750,787 17.4
1,979,242 1.2 315,644 0.2 △ 1,663,598 △ 84.1

14,086,621 8.3 14,599,606 8.1 512,985 3.6
86,931,300 51.5 95,285,677 53.1 8,354,377 9.6

168,920,000 100.0 179,590,000 100.0 10,670,000 6.3歳入合計

その他
計

依
存
財
源

国庫支出金
地方交付税
市債

県支出金
地方特例交付金
その他

計

区  分
令和６年度 令和7年度 比    較

自
主
財
源

市税
諸収入
繰入金
使用料及び手数料
財産収入
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■一般会計予算の前年度との比較

（４）性質別予算比較（歳出） （単位：千円）

当初予算額 構成比  (％) 当初予算額 構成比  (％) 増減 伸率(％)
30,921,023 18.3 31,036,532 17.3 115,509 0.4

うち退職手当 2,092,612 1.2 493,582 0.3 △ 1,599,030 △ 76.4
43,480,375 25.7 46,897,868 26.1 3,417,493 7.9
17,451,375 10.3 17,367,962 9.7 △ 83,413 △ 0.5

うち通   常   債 10,562,726 6.2 10,582,887 5.9 20,161 0.2
うち臨時財政対策債等 6,888,563 4.1 6,777,945 3.8 △ 110,618 △ 1.6
うち一時借入金利子 86 0.0 7,130 0.0 7,044 8,190.7

91,852,773 54.3 95,302,362 53.1 3,449,589 3.8
8,128,673 4.9 11,052,786 6.1 2,924,113 36.0

149,800 0.1 150,460 0.1 660 0.4
8,278,473 5.0 11,203,246 6.2 2,924,773 35.3
7,400,860 4.5 10,910,403 6.1 3,509,543 47.4
1,803,000 1.1 1,835,000 1.0 32,000 1.8
1,050,208 0.6 1,823,294 1.0 773,086 73.6

11,208,504 6.6 10,676,979 5.9 △ 531,525 △ 4.7
30,634,123 18.1 31,462,908 17.5 828,785 2.7
16,265,809 9.6 15,903,808 8.9 △ 362,001 △ 2.2

226,250 0.1 272,000 0.2 45,750 20.2
200,000 0.1 200,000 0.1 0 0.0

168,920,000 100.0 179,590,000 100.0 10,670,000 6.3歳出合計

積立金
繰出金
物件費
補助費等
投資及び出資
予備費

貸付金

区  分 令和６年度 令和７年度 比    較

義
務
的
経
費

人件費

扶助費
公債費

計
投
資
的

経
費

普通建設事業
災害復旧事業

計
維持補修費
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■一般会計予算の前年度との比較

（５）行政分野別歳出 （単位：千円）

当初予算額 構成比  (％) 当初予算額 構成比  (％) 増減 伸率（%）

福祉や子育て環境（民生費） 68,628,057 40.6 75,735,312 42.2 7,107,255 10.4
庁舎管理や戸籍など（総務費） 20,067,102 11.9 23,203,759 12.9 3,136,657 15.6
借入金の返済（公債費） 17,451,375 10.3 17,367,962 9.7 △ 83,413 △ 0.5
道路などのまちづくり（土木費） 19,887,461 11.8 17,027,273 9.5 △ 2,860,188 △ 14.4
学校、社会教育（教育費） 14,211,709 8.4 13,458,956 7.5 △ 752,753 △ 5.3
消防・救急活動（消防費） 6,922,526 4.1 9,131,211 5.1 2,208,685 31.9
環境やごみ処理（環境費） 8,093,434 4.8 8,593,202 4.8 499,768 6.2
健康や医療対策（衛生費） 8,076,925 4.8 8,452,965 4.7 376,040 4.7
商工業、観光の振興（商工費） 3,097,902 1.8 4,187,359 2.3 1,089,457 35.2
農業、水産業の振興（農林水産業費） 1,015,824 0.6 942,831 0.5 △ 72,993 △ 7.2
議会の運営（議会費） 771,330 0.5 778,110 0.4 6,780 0.9
その他 696,355 0.4 711,060 0.4 14,705 2.1

合計 168,920,000 100.0 179,590,000 100.0 10,670,000 6.3

款
令和６年度 令和７年度 比    較
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健康や医療対策
（衛生費）
22,301円

福祉や子育て環境
（民生費）
199,808円

環境やごみ処理
（環境費）
22,671円

令和7年１月１日
住民基本台帳人口 379,041人

商工業、観光振興（商工費） 11,047円
農業、水産業振興（農林水産業費） 2,487円
議会運営（議会費） 2,053円
その他 1,876円

庁舎管理や戸籍など
（総務費）
61,217円

道路などのまちづくり
（土木費）
44,922円

借入金の返済
（公債費）
45,821円

学校、社会教育
（教育費）
35,508円

消防・救急活動
（消防費）
24,090円
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R７－R６
比較増（△）減

令和７年度末
残高見込み

令和６年度末
残高見込み

令和５年度末
残高会計名

△71,7991,8061,852一 般 会 計

591,1471,0881,076通 常 債

△66652718776臨時財政対策債等

0333母 子 父 子 寡 婦
福 祉 資 金 貸 付

10210200191水 道 事 業

△8679687683下 水 道 事 業

7287280103病 院 事 業

22,9782,9762,832合 計

（単位：億円）

※端数処理のため合計が表示と合わない場合があります。

■市債残高（全会計）
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■特別会計・企業会計の事業概要
（１）特別会計

（次ページあり）

・世帯数      45,870世帯［前年48,780世帯］うち介護 20,750世帯［前年21,180世帯］

・被保険者数　68,348人  ［前年72,668人］  うち介護 23,385人  ［前年23,864人］

・１人当たり費用額　　     466,435円　［前年　460,628円］

・１人当たり保険料 　      115,103円　［前年　107,903円］

・一般会計繰入金　　　　 3,167,000　　［前年　4,052,000］

・墓地の種別

　　　芝生墓地　　17,726区画

　　　普通墓地　 　7,274区画

　　　合 葬 墓　　永代使用型１棟（収容数300体）、期限後合祀型１棟（収容数3,150体）

　　　　　　　　　合祀型 １棟 （収容数5,150体）

・公園墓地管理事業

　　（墓地の管理、施設の維持補修、施設大規模改修等工事）

・要介護者総数　　　　  26,984人    ［前年    25,876人］（事業対象者含む）

　　　　在 宅 者　　　  21,352人    ［前年    20,325人］

　　　　施設入所者　  　 5,632人    ［前年 　　5,551人］

・介護保険給付費　　41,214,249　    ［前年　39,403,656］

　　　　法定給付費  41,188,396  　  ［前年　39,378,529］

　　　　特別給付費　　　25,853      ［前年　　  25,127］

・地域支援事業費　　 1,098,445      ［前年　 1,602,038］ 　　　　

・一般会計繰入金　　 6,107,000   　 ［前年　 5,883,000］

国民健康保険会計

公園墓地事業会計

介護保険会計
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・母子福祉資金貸付金

　　　　新規　 35件　継続　  16件   ［前年　新規   34件　継続　17件］

・父子福祉資金貸付金

　　　　新規 　５件　継続　 １件    ［前年　新規　 ４件　継続  １件］

・寡婦福祉資金貸付金

　　　　新規　 ５件　継続　 ０件    ［前年　新規   ４件　継続　１件］

・一般会計繰入金　　    16,979   　 ［前年　   45,504］

・元金　　　　　　　17,656,332　　　［前年　　18,100,000］

　　定時償還　      16,736,164　　　［前年    16,860,289］

　　定時償還分借換債   920,168　 　 ［前年　   1,239,711］

・利子　　　　　　  　 624,668 　　 ［前年　     591,000］

・一般会計繰入金　　17,360,832　　　［前年　  17,451,289］

・被保険者数　　　 　　 75,686人    ［前年　 74,217人］ 　　 

・１人当たり保険料　 　 94,283円    ［前年　93,401円］ 

・一般会計繰入金       1,386,000    ［前年 1,228,000］ 

・賦課限度額　            80万円    ［前年    73万円］

母子父子寡婦福祉資金
貸付事業会計

公債管理会計

後期高齢者医療会計
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（２）企業会計

・給水栓数　　     　　194,800栓    ［前年　　 195,400栓］

・年間総給水量　　　55,341,000㎥　　［前年　56,732,000㎥］

　 　（１日平均給水量　151,600㎥　　［前年　 　155,400㎥］）

・配水施設整備事業    ・小雀系基幹施設整備事業

・一般会計補助金　 　　 13,431　    ［前年     11,511］

・処理面積　          　 5,890ヘクタール　[前年　5,887ヘクタール］

・年間総処理水量　　67,290,000㎥　　　　　[前年　68,083,000㎥］　　
　 （１日平均処理水量　184,400㎥　　　 　［前年　 　186,500㎥］）
・管渠、ポンプ場及び終末処理場建設事業
・一般会計負担金　   2,789,269　  　　　 ［前年   4,131,459］

・一般会計補助金　　   　8,845　         ［前年     　8,000］

・入院患者数 186,880人（1日当たり 　512人）［前年　171,915人（1日当たり 　471人）］

    （市  民  病  院）　  入院患者数 　 77,745人（1日当たり　213人）

    （総合医療センター）  入院患者数　 109,135人（1日当たり　299人）

・外来患者数 266,596人（1日当たり 913人）［前年　258,133人（1日当たり 881人）］

    （市  民  病  院）    外来患者数　 116,216人（1日当たり　398人）

    （総合医療センター）  外来患者数   150,380人（1日当たり  515人）

・一般会計負担金　 　　　989,000　  ［前年　　　985,000］

    （市 民 病 院）  378,000   （総合医療センター） 611,000 

・一般会計補助金　　　  　14,000　  ［前年　  　 14,000］

    （市 民 病 院）  　7,000   （総合医療センター）   7,000 

・一般会計出資金　　　 　272,000  　［前年　 　 226,250］

    （市 民 病 院）　119,000　 （総合医療センター） 153,000

水道事業会計

下水道事業会計

病院事業会計
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143

掲載事業一覧

部等 課等

1 1 1 防災備蓄基地の整備 〇 市長室 危機管理課 11
1 1 2 大矢部みどりの公園新規オープン ○ 建設部 公園管理課 12
1 1 3 避難所の資機材整備 〇 市長室 危機管理課 13
1 1 4 〇 民生局福祉こども部 障害福祉課

1 1 4 〇 民生局福祉こども部 介護保険課

1 1 5 防災キッチンカーの配備 ○ 市長室 危機管理課 15
1 1 6 防災トイレトレーラーの導入 ○ 市長室 危機管理課 16
1 1 7 広域連携の推進 ○ 経営企画部 企画調整課 17
1 1 8 防災行政無線の更新 〇 市長室 危機管理課 18
1 1 9 衛星通信機器スターリンクの整備 〇 市長室 危機管理課 19
1 1 10 消防総合訓練センターの改修 〇 消防局 総務課 20
1 1 11 救急体制の整備 ○ 消防局 救急課 21
1 1 12 市役所本庁舎の災害対策 ○ 総務部 総務課 22
1 1 13 北消防署追浜出張所の移転・統合 〇 消防局 総務課 23
1 1 14 火災予防分野におけるDXの推進 〇 消防局 予防課 24
1 1 15 犯罪被害者等への日常生活支援の充実 〇 民生局地域支援部 市民生活課 25
1 2 1 重層的な支援体制の拡充 ○ 民生局福祉こども部 地域福祉課 26
1 2 2 若年がん患者の在宅療養を支援 〇 民生局健康部 健康管理支援課 27
1 2 3 若年がん患者等の妊孕性温存治療を支援 〇 民生局健康部 健康管理支援課 28
1 2 4 障害者雇用の場「はーとふる農園」の誘致 〇 財務部 FM推進課 29
1 2 5 社会的養護自立支援拠点の開設 ○ 民生局こども家庭支援センター こども家庭支援課 30
1 2 6 社会的養護経験者への進学支援 ○ 民生局こども家庭支援センター こども家庭支援課 31
1 2 7 生活困窮世帯の子どもへの学習支援 ○ 民生局福祉こども部 生活支援課 32
1 2 8 終活等支援の対象者への家庭訪問の拡充 〇 民生局福祉こども部 地域福祉課 33
1 2 9 法人後見事業立上げの支援 ○ 民生局福祉こども部 地域福祉課 34
1 2 10 生活困窮者に対する低廉な家賃の住宅への転居費の支給 ○ 民生局福祉こども部 生活支援課 35
1 2 11 リカバリーカレッジの啓発の推進 〇 民生局健康部 保健所保健予防課 36
1 2 12 手話通訳者の派遣 ○ 民生局福祉こども部 障害福祉課 37
1 3 1 スマートシティの推進 ○ 経営企画部 デジタル・ガバメント推進室 38
1 3 2 ヘルスケアデータ分析システムを活用した保健指導 ○ 民生局健康部 健康増進課 39
1 3 3 骨密度検診の受診の促進 〇 民生局健康部 健康管理支援課 40

スライド拡充
令和７年度所属

三次福祉避難所に対する備蓄物品等の助成 14

大柱 中柱 No タイトル 新規
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部等 課等

1 3 4 〇 民生局健康部 健康増進課

1 3 4 〇 民生局健康部 健康管理支援課

1 3 5 帯状疱疹ワクチン予防接種の実施 〇 民生局健康部 保健所企画課 42
1 3 6 慢性腎臓病（ＣＫＤ）病診連携システムの強化 〇 民生局健康部 健康管理支援課 43
1 3 7 健康アプリを使ったキャンペーンの実施 ○ 民生局健康部 健康増進課 44
1 4 1 西地区における新たな「憩いの家」の開設 ○ 民生局地域支援部 西行政センター 45
1 4 2 行政センターの市民サービス向上と効率化 ○ 民生局地域支援部 地域コミュニティ支援課 46
1 4 3 ○ 経営企画部 企画調整課

1 4 3 ○ 経営企画部 都市戦略課

1 4 4 旧田浦月見台住宅を活用した地域活性化 都市部 まちなみ景観課 48
1 5 1 町内会活動の支援 〇 民生局地域支援部 地域コミュニティ支援課 49
2 1 1 学校給食費の保護者負担軽減 ○ 教育委員会 学校食育課 51
2 1 2 ○ 民生局福祉こども部 子育て支援課

2 1 2 ○ 民生局こども家庭支援センター こども家庭支援課

2 1 3 一時預かり利用者負担軽減事業の開始 ○ 民生局福祉こども部 子育て支援課 53
2 1 4 企業主導型保育施設無償化の拡充(第2子) ○ 民生局福祉こども部 子育て支援課 54
2 1 5 10か月児健康診査の費用の助成 ○ 民生局健康部 地域健康課 55
2 2 1 ○ 民生局福祉こども部 子育て支援課

2 2 1 ○ 建設部 道路整備課

2 2 1 建設部 公園建設課

2 2 2 ○ 民生局福祉こども部 子育て支援課

2 2 2 ○ 建設部 公園建設課

2 2 3 保育定員の拡充 ○ 民生局福祉こども部 子育て支援課 58
2 2 4 ○

2 2 4 ○

2 2 4 ○

2 2 4 ○

2 2 5 安全安心な幼児教育環境の整備 ○ 民生局福祉こども部 子育て支援課 60
2 3 1 産後ケア事業の拡充 ○ 民生局こども家庭支援センター こども家庭支援課 61
2 3 2 こども誰でも通園制度の開始 ○ 民生局福祉こども部 子育て支援課 62
2 3 3 愛らんどの相談機能の強化 ○ 民生局福祉こども部 子育て支援課 63

民生局福祉こども部 子育て支援課

大柱 中柱 No タイトル 新規 拡充

59放課後の居場所づくり

令和７年度所属
スライド

若者と職員の協働によるキャリアアップ支援、
若者施策の推進

52

56公立こども園の整備

57公立保育園の民営化

41若年世代への健診受診・保健指導の実施

47

保育所などの給食費の保護者負担軽減
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部等 課等

2 4 1 教職員の働き方改革の推進 ○ 教育委員会 教育政策課ほか 64
2 4 2 熱中症予防対策のシステム導入 ○ 教育委員会 保健体育課 65
2 4 3 学校図書館の充実 ○ 教育委員会 教育指導課 66
2 4 4 ○ 教育委員会 教育指導課

2 4 4 ○ 教育委員会 保健体育課

2 4 5 市立小・中学校トイレ洋式化改修 ○ 教育委員会 学校管理課 68
2 4 6 市立学校体育館空調設備の整備 ○ 教育委員会 学校管理課 69
2 4 7 小学校の体育授業における体力向上事業 ○ 教育委員会 保健体育課 70
2 4 8 教育環境整備の推進 ○ 教育委員会 教育政策課 71
2 4 9 ○

2 4 9 ○

2 4 10 子どもたちの職業体験イベントの支援 ○ 教育委員会 教育指導課 73
2 4 11 市立学校給食調理室空調設備の整備 ○ 教育委員会 学校管理課 74
3 1 1 浦賀駅前周辺地区活性化事業 ○ 経営企画部 企画調整課 76
3 1 2 ○ 経営企画部 企画調整課

3 1 2 ○ 建設部 公園建設課

3 1 2 ○ 民生局地域支援部 浦賀行政センター

3 1 3 ○ 建設部 公園建設課

3 1 3 ○ 建設部 公園管理課

3 1 4 経営企画部 まちづくり政策課

3 1 4 教育委員会教育総務部 中央図書館

3 1 5 追浜駅周辺のまちづくりの推進 経営企画部 まちづくり政策課 80
3 1 6 経営企画部 まちづくり政策課

3 1 6 建設部 道路整備課

3 1 7 ○ 経営企画部 企画調整課

3 1 7 ○ 民生局健康部 市立病院課

3 1 8 浦賀行政センターの利便性向上 民生局地域支援部 浦賀行政センター 83
3 1 9 市内環状線の整備促進 建設部 道路整備課 84
3 2 1 新規ふ頭整備に向けた設計･検討 ○ 港湾部 港湾整備課 85
3 3 1 市内事業者の省エネ化・生産性向上を支援 ○ 経済部 経済企画課 86

67中学校部活動の見直し・支援の充実

令和７年度所属
スライド

72

77浦賀のまちづくり

愛宕山公園リニューアル 78

支援教育課

79市街地の再開発促進

国道357号および追浜夏島線の整備促進 81

82うわまち病院跡地の利活用

大柱 中柱 No タイトル 新規 拡充

教育委員会多様な教育的ニーズに応える体制の整備
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部等 課等

3 3 2 市内事業者の情報セキュリティ水準向上の支援 ○ 経済部 経済企画課 87
3 4 1 よこすか野菜の魅力発信 ○ 経済部 農水産業振興課 88
3 4 2 よこすか海の幸の魅力発信 ○ 経済部 農水産業振興課 89
3 4 3 農作物の高温障害対策 ○ 経済部 農水産業振興課 90
3 4 4 磯焼け対策（藻場造成） ○ 経済部 農水産業振興課 91
4 1 1 民間事業者主体による新規イベントの誘致 〇 文化スポーツ観光部 観光課 93
4 1 2 カウントダウンイベントのリニューアル 文化スポーツ観光部 観光課 94
4 1 3 メタバース、eスポーツ等の開催 文化スポーツ観光部 観光課 95
4 1 4 文化スポーツ観光部 企画課

4 1 4 文化スポーツ観光部 観光課

4 1 5 ダンスプロジェクト 文化スポーツ観光部 企画課 97
4 2 1 訪日外国人や高付加価値ツアーの来訪促進 〇 文化スポーツ観光部 観光課 98
4 2 2 商店街の活性化を支援 〇 文化スポーツ観光部 商業振興課 99
4 2 3 市内周遊の利便性向上 文化スポーツ観光部 観光課 100
4 2 4 将来的な観光も見据えた教育旅行等の誘致と支援 〇 文化スポーツ観光部 観光課 101
4 3 1 プロスポーツチームとの連携 〇 文化スポーツ観光部 スポーツ振興課 102
4 3 2 アーバンスポーツのまち横須賀の推進 文化スポーツ観光部 企画課 103
4 3 3 〇 文化スポーツ観光部 企画課

4 3 3 〇 文化スポーツ観光部 観光課

4 4 1 美術館の集客力の向上 〇 文化スポーツ観光部 美術館運営課 105
4 4 2 三笠公園のリニューアル 建設部 公園管理課 106
4 4 3 ティボディエ邸の活用 〇 文化スポーツ観光部 文化振興課 107
5 1 1 〇

5 1 1 〇

5 1 1 〇

5 2 1 ごみ分別アプリの切替 ○ 環境部 環境政策課 110
5 2 2 海洋プラスチック削減に向けた普及啓発 ○ 環境部 環境政策課 111
5 2 3 ごみの減量化推進 ○ 環境部 環境政策課 112
5 3 1 大矢部みどりの公園新規オープン（再掲） ○ 建設部 公園管理課 113
5 3 2 ○ 建設部 公園建設課

5 3 2 ○ 建設部 公園管理課

経営企画部

114愛宕山公園リニューアル（再掲）

民間事業者主体によるイベントの支援等 96

104マリンスポーツの振興

ゼロカーボンシティの推進 109都市戦略課

タイトル 新規 拡充 スライド大柱 中柱 No
令和７年度所属
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部等 課等

6 1 スマートシティの推進（再掲） ○ 経営企画部 デジタル・ガバメント推進室 116
6 2 生成AIの更なる活用 ○ 経営企画部 デジタル・ガバメント推進室 117
6 3 ○ 税務部 市民税課

6 3 ○ 民生局福祉こども部 介護保険課

6 4 マイナンバーカード手続きサポート窓口の拡大 〇 民生局地域支援部 窓口サービス課 119
6 5 WEB広報の導入による発信の強化と広報作業の効率化 〇 経営企画部 広報課 120
6 6 住民票等のコンビニ交付手数料の減額 ○ 民生局地域支援部 窓口サービス課 121
6 7 動画による横須賀市長選挙のPR強化 ○ 選挙管理委員会事務局 選挙管理課 122
6 8 当日投票システムの導入 ○ 選挙管理委員会事務局 選挙管理課 123
6 9 広域連携の推進（再掲） ○ 経営企画部 企画調整課 124
6 10 関係人口の創出・移住促進に向けた取り組み ○ 経営企画部 企画調整課 125
6 11 海洋都市の推進 〇 経営企画部 都市戦略課ほか 126
6 12 秋谷老人福祉センター跡地の利活用 ○ 経営企画部 企画調整課 127
6 13 ○ 経営企画部 企画調整課 128
6 13 ○ 経営企画部 都市戦略課 128
6 14 民官連携の推進 経営企画部 企画調整課 129

若者と職員の協働によるキャリアアップ支援、
若者施策の推進（再掲）

令和７年度所属
スライド大柱 中柱 No タイトル 新規 拡充

業務の委託化 118


